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説明項目

国産木材活用ＰＴ発足の経緯

ＰＴの活動内容

今後の目標



国産木材活用PT(プロジェクトチーム)発足の経緯

 H30.6 大阪府北部地震発生
 ブロック塀の下敷きになって女児が死亡する事故が発生

 H30.7 全国知事会議で小池知事よりPT発足の提案
 木塀普及等、国産木材需要の創出⇒日本経済の活性化を企図

 H30.8 国産木材活用PT発足
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【H30年全国知事会議】



国産木材活用PTの活動①

 「国産木材需要拡大宣言」を策定（R１年）
 各都道府県が創意工夫による取組を展開

⇒「地方の責任」をしっかりと果たしていく決意
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1. 自らが整備する公共建築物等について、率先して国産木材の利用に努める。
2. 自らが使用する備品や消耗品などについて、国産木材を活用した製品の導入・活用に努める。
3. 木塀の設置など、これまで活用が進んでいなかった分野での国産木材の活用に努める。
4. 市区町村における国産木材の活用について、ニーズの把握や助言を行うなど、緊密な連携に努める。
5. 国産木材の活用に関する地域住民の理解が深まるよう、教育活動や広報活動等の充実に努める。
6. 施主となる民間事業者等における国産木材の利用拡大に向けて、積極的な働きかけを行うよう努める。
7. 非住宅建築物における国産木材の活用拡大を担う建築士等の育成に努める。
8. 国産木材活用の可能性を拡げる新たな製品・技術の研究開発や普及に努める。
9. 国産木材の需要拡大の取組を推進するため、加工流通施設の能力強化や効率的なサプライチェーンの
構築など、安定供給体制づくりに努める。

10.国産木材の利用拡大や森林整備に資する意義を踏まえ、花粉発生源対策の推進に努める。

【国産木材需要拡大宣言】



国産木材活用PTの活動②

国との連携（提言の策定・国への要請活動）
 「５つの重点事項」を中心に関係省庁への要請活動を実施
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【要請活動の様子（R３年）】

＜５つの重点事項＞

1.民間非住宅建築物の木造化・木質化の推進

2.木塀の普及

3.木材・木材製品の輸出拡大

4.財源の確保

5.建築士等の育成

【国産木材の需要拡大に向けた提言】



国産木材活用PTの活動③

 取組事例集の作成（優良事例の横展開）
 「国産木材需要拡大宣言」に基づき、取組事例集を作成（いくつか

の取組についてはＰＴ会議の場で発表、優良事例の横展開を実施）
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【取組事例集】

http://www.nga.gr.jp/ikkrwebBrowse/material/files/group/2/210511torikumijireishuu.pdf


非住宅施設における県産木材の利用拡大への取組（山形県）
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【R3.5.11 PT会議資料】



びわ湖材の利用促進～まちに森林（もり）をつくる～（滋賀県）
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【R3.5.11 PT会議資料】



県産材製品の海外への販路拡大・ＣＬＴの普及促進（岡山県）
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【R3.5.11 PT会議資料】



【参考】東京都の活動①

 多摩産材をはじめとする国産木材活用を推進
 森づくり推進プランを改定
 「ワイドコラボ協定」締結企業へ協力依頼を実施
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【多摩産材活用の例（Park Community KIBACO）】 【森づくり推進プラン】

(Ｒ３．６公表)
※公益財団法人 東京都農林水産振興財団ＨＰより抜粋

https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/plan/nourin/36moriplan.pdf


【参考】東京都の活動②

 都有施設の木造化・木質化を推進
 建築物の新築・改築工事等の機会を捉え、積極的に国産木材を活用

 木塀の設置
 学校や都営住宅を中心に木塀を設置(R3年度末で45箇所完了予定)
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【都有施設の木質化（東京都公文書館）】 【木塀（都立七生特別支援学校)】【木塀（墨田五丁目運動広場)】



今後の目標

 国産木材の「需要創出」＋「供給体制の整備」
 国や関係団体、民間事業者等と連携し、国産木材活用と森林資源循環

に向けた取組を加速
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※林野庁資料を基に、一部東京都にて加工

「防災・減災」、「ＳＤＧｓ」、「地球温暖化防止」等、様々な面で全国に好循環

国産木材で共存共栄！

※「東京と全国各地との共存共栄」ポータルサイトより抜粋


